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研究成果の概要（和文）： 本研究は保育・幼児教育の施策の過去25年間における主たるエイジェントと主たるアイデ
ィアの発展により検討する。3つの実践的テーマ（①幼保の一体化、②幼保と小の連携・接続、③「協同的学び」の実
践のあり方）を中央省庁と関係諸団体や先進的幼稚園、また主導する研究者の報告を公刊資料により分析した。幼保一
体化は3つの時期に分けられ、国の計画や審議会が要であった。幼保と小学校の接続と協同的学びは、連続性、接続期
、芽生えのアイディアが、各々、中教審答申、国立大学附属幼稚園の実践、研究者の提言などから始まり、国がそれを
展開していた。エイジェントとアイディアという枠組みが政策科学の分析枠組みとして有効であった。

研究成果の概要（英文）：This study examined Japanese national policies of ECEC during past 25-years from 
the viewpoints of change agents and main ideas. We analyzed three practical themes (unification of 
kindergarten and nursery school, connection between ECEC and primary school, and practice of cooperative 
learning), using published documents and reports of central government ministries, concerned bodies, 
advanced kindergartens, and leading researchers. The unification of ECEC was divided into three periods 
through national plans and advisory bodies to the government. The connection between ECEC and primary 
school and cooperative learning were developed in terms of continuity, period of connection, and 
emergency, originated from Policy Reports of Central Education Council, practices of National University 
Attached Kindergartens and proposals from researchers. These findings showed usefulness of the framework 
of agents and ideas.
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１．研究開始当初の背景 
 保育学は保育・幼児教育という実践に関わ
る実践科学である。その実践科学としての成
立はおそらく平成元年度以降の 25 年の中で
その成立はほぼ明確になったと言えるので
はないか。だが、その学術的特徴は単に実践
を対象とした学問だということではない。 
 第一に、文部科学省を初めとする中央省庁
の働きが大きい。幼稚園・保育所ともに幼稚
園教育要領と保育所保育指針の影響力が強
く、その枠にあって実践が成立してきた。第
二に，自治体が独自の働きをする。都道府
県・市町村の裁量が幼保では大きいからであ
る。第三、幼保の自主団体（国公立や私立幼
稚園、保育所などの全国団体）が独自の研究
や広報や提案をする。そういったいわば上か
らの動きに対して、現場に直に関わるところ
で、第四として、研究者の調査や提案・考察
がある。第五として、研究者と現場の協働の
研究や提案があり、それを文部科学省その他
による研究開発学校などの指定校の制度が
促進する。それらにおいて，新たなアイディ
アの創造とその普及の過程とそこでのさら
なる創意工夫に注目する必要がある。 
 我が国の学術的で実践的でさらに政策的
でもある保育学について、その成り立ちは実
証的に検討されていない。教育学全般におい
ても個々のエイジェントの検討はあるもの
の、相互連関についてほとんど目を向けられ
ていない。わずかに政策科学の成立として国
の政治・行政や地方自治の一端として触れら
れることがあるが、それは政策の決定過程の
検討であり、実践科学としての成立を検討し
ているわけではない。 
 なお、調査すべき実践課題である、幼小接
続、幼保一体化、協同的な学びの３つは、平
成 20 年度の幼稚園の教育課程の改定の際に
強調された中の主なところである。いずれも
先駆的実践と研究がありつつも、文部科学省
による行政文書や報告書での方向付けが明
瞭なものである。またその後、現場での実践
が活発になったことがあり、研究開発学校の
主題としてもたびたび取り上げられている。
さらに研究量が増えてきていることで，本研
究主題には適切な検討課題となる。幼保一体
化の問題は国全体の施策として取り上げら
れ推進がなされれている。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、実践科学としての保育学
の成立を、研究と実践と行政という複数の変
化エイジェントの相互的連関により成り立
つととらえ、解明することである。幼保一体
化、幼小接続、協同的な学びという三つの近
年の保育の主要課題を取り上げ、その議論に，
中央省庁、自治体、関係団体、実践現場、研
究者の論説がどのように相互に影響してい
るかを論説の収集とその年代的整理により
明らかにして、実践科学の成立を可能にする
エイジェントの働きを解明する。具体的には、

この 25 年ほどの 3 つの主題を巡っての中央
省庁、自治体、研究者、実践者などの言説を、
文部科学省・厚労省等の通知や広報誌、中教
審等の報告、文部科学省研究開発学校報告書
その他の各種報告、大学紀要、学会誌、実践
者向け雑誌等を調べて、その各々の要点を記
したデータベースと年表を作成するととも
に、年代を追っての主要論点のつながりを解
明する。 
 
３．研究の方法 
(1)報告書･論文等の検討を行う。幼保一体化、
幼小連携･接続、協同的な学びへの言及につ
いて検討する。国の行政側の資料として通知
等を含めた文部科学省･厚生労働省の資料。
自治体の資料。幼保団体の刊行雑誌。大学紀
要や報告。主要な研究費による報告書。学会
誌。 
(2)整理として二つの作業を行う。年表作
成：平成元年度（幼稚園教育要領の改訂時）
から現在までの年表の上記の資料を位置づ
ける。 
(3)内容の要約的整理：三つの主題に関わる
記事データについて、簡便な記述に直し、特
に新規の提案やアイディアや情報やデータ
が出ているかを取り出す。 
(4)伝播過程の作成：情報やアイディアの伝
播を明らかにする。それはいくつかの鍵とな
るアイディアや呼び名に注目する必要があ
る。 
(5)エイジェントの同定と働きの解明：三つ
の主題をめぐり、主な提案や情報提供をして
いるのは誰かあるいはどの機関や会議かを
同定する。それらがどういった働きを主にす
るのかを明らかにするとともに、普及におい
て重要な役割をするエイジェントを示すこ
ととする。 
(6)そのことにより、実践科学としての保育
学を構成する多分野の研究者を含めたエイ
ジェントの働きを明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1) 幼保一体化・幼保一元化 
 政策変化から 25 年間を３期に分け、期ご
とにエイジェントを特定した。 
①少子化に係る会議等からの提言期（1989 年
から 1998 年頃まで） 

 この時期のエイジェントは、「地方分権推
進法の成立」であると考えられた。この法律
が、それぞれ独立に機能してきた幼稚園と保
育所に係る各制度を揺さぶったのである。厚
生省は様々な保育ニーズに応えるために、文
部省は幼児教育の質の向上をめざして、それ
ぞれ政策を展開してきたが、このような国の
一律の視点ではなく、地方に応じた視点を取
る必要性が強調された。 
②規制緩和・規制改革と一体化の試行期
（1999 年から 2008 年頃まで） 

 この時期の中頃には、総合施設を通して、
文科省と厚労省の協力体制が組まれ、まさに



試行錯誤が始まった。この期は、この協力体
制の構築を境として、前半と後半に分けられ
た。 
＜前半＞ この時期のエイジェントは、「規
制改革推進計画の改定」であると考えられた。
毎年のように変わる推進計画に、厚生省は第
三者評価という手段を通じて、保育の質の維
持と向上を呼びかけた。文部省も自己点検評
価を導入したり、教員の資質向上に関する答
申を発出した。 
＜後半＞ この時期のエイジェントは、「総
合施設に関する合同の検討会議」である。た
った６回、半年の審議であったが、幼保一体
を大きく推し進めた。 
③総合施設制度の調整から子ども・子育て新
システムへ。現行制度創設期（2009 年から
2013 年） 

 この期のエイジェントは、「子ども・子育
て新システム検討会議」である。内閣府とい
う厚生労働省や文部科学省の外に設置され、
共同議長には、内閣府特命担当大臣（行政刷
新）・国家戦略担当大臣と内閣府特命担当大
臣（少子化対策）があたった。構成員は、総
務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働
大臣、経済産業大臣、その他、必要に応じて
議長が指名する者となっていた。いずれも大
臣で、実質的な検討は作業グループが行った。
ただしこの作業グループは、有識者や関係団
体等からのヒアリングを受けた後に、先述の
「子ども・子育て新システムの今後の進め方
について」を発表し、詳細な検討を以下の３
つのワーキングチームに託した。すなわち、
基本制度ワーキングチーム、幼保一体化ワー
キングチーム、こども指針（仮称）ワーキン
グチームに託した。そのため、実質的なエイ
ジェントは、このワーキングチームであると
言える。 
 
(2) 幼小連携・接続及び協同的な学び 
 各資料の要点のキーワードとなる「アイデ
ィア」を抽出し、その過程で浮かび上がって
きた幼小連携・接続におけるアイディアは、
「連続性」、「接続期」、「芽生え」の 3つであ
った。幼小連携・接続におけるアイディア「連
続性」、「接続期」、「芽生え」と、「協同性・
協同的な学び」について、それらの影響関係
を検討した。 
①連続性 
 初めて「連続性」という言葉が使われたの
が、1971 年（昭和 46 年）中教審答申「今後
における学校教育の総合的な拡充整備のた
めの基本的施策について」における「現在の
幼稚園と小学校の教育の連続性に問題のあ
ること・・・」という記述であると思われる。
そして、1973 年（昭和 48 年）には、加藤地
三編著「幼稚園と小学校教育の関連」におい
て、高杉自子氏が「子どもの連続性」という
言葉を用いていた。 
 その後、1989 年（平成元年）「幼稚園教育
指導書」での「幼児期の発達の特性と幼稚園

教育の特質を踏まえながら、小学校教育にお
ける教育内容との関連性を図ったものとな
っている」という記述を受け、1993 年（平成
5 年）幼稚園じほう＜論説＞「幼稚園から小
学校へ」において、中野重人氏が「幼稚園教
育には幼児の発達にふさわしい特性と独自
性がある。あくまで、それを踏まえた上での
連続性であり、一貫性である」とする記述が
みられる。また、1997 年（平成 9年）幼稚園
じほうでは、「幼稚園教育と小学校教育の連
続性」という特集が組まれ、小田豊氏が「『適
当な』から『適切な』への教育環境を繋ぐこ
とが幼稚園教育と小学校教育への連続性を
生かすことになる」と記述している。 
 2000 年（平成 12 年）になると、上越教育
大学附属幼稚園において「幼児期・児童期の
発達の連続性を踏まえた幼小連携における
教育課程・指導法等の開発」というテーマで
研究がなされている。これは、文部科学省の
研究開発学校の指定を受けたものであった。
この後、複数の附属幼稚園の研究テーマにお
いて、発達の連続性、学びの連続性、生活の
連続性、連続する教育課程等、「連続性」と
いう言葉が見られるようになる。その後、文
部科学省の広報誌の役割を担っている「初等
教育資料」の論説で、2002 年（平成 14 年）
に秋田喜代美氏が「幼児期と児童期の発達と
教育－連続性を見出す教師」と題し、連続す
るカリキュラムについても提言している。 
 その約 3 年後（2005 年・平成 17 年）に国
立教育政策研究所から出された「幼児期から
児童期への教育」には、教育の連続性、発達
の連続性が用いられている。そして、同年に
出された答申「子どもを取り巻く環境の変化
を踏まえた今後の幼児教育の在り方につい
て」には、発達や学びの連続性、生活の連続
性という言葉が見られる。また、同年の初等
教育資料の複数の論説において、学びの連続
性、子ども理解の連続性、教育内容の連続性、
教育する側の視点の連続性と、様々な視点か
ら「連続性」が用いられている。 
 この間（2002 年～2005 年）には、岡山大
学教育学部研究収録「幼小連携にかかわる幼
稚園・小学校教員の意見調査：岡山県のケー
ス」（山口他）において、子どもの発達の連
続性、連続性をもった教育目標、という言葉
が使われている。また、山梨大学教育人間科
学部紀要「幼小連携で創造する保育・教育カ
リキュラム」（秋山他）において、発達段階
としての連続性、学びのあり方の連続性、就
学の連続性、という言葉が使われている。同
年及びそれ以降、複数の大学紀要論文の題に
おいて、「連続性」という言葉が見られるよ
うになる 
 そして、幼小連携・接続における一つの節
目となる「幼児期の教育と小学校教育の円滑
な接続の在り方について（報告）」（2010 年・
平成 22 年）には、連続性に関連する言葉と
して、教育の連続性が用いられている。また、
同年に出された「幼稚園教育指導資料第 3



集：幼児理解と評価」には、発達や学びの連
続性を確保するための視点として、学びのつ
ながりを意識し、幼稚園教育を小学校教育へ
つながっていく必要性が指摘されている。 
②接続期 
 「接続期」という言葉は、お茶の水女子大
学附属幼稚園で行われた「幼稚園及び小学校
における教育の連携を深める教育課程の研
究開発（2001 年～2003 年）」において、研究
2 年次（2002 年・平成 14 年）に、幼稚園の
年長後期から小学校 1年 1学期を「接続期」
と捉えたことが始まりだと思われる。これは、
文部科学省の研究開発学校の指定を受けた
ものであった。また、宇都宮大学附属幼稚園
の研究テーマ（2003 年～2005 年）において
も、「接続期」という言葉が見られる。その
後、2007 年（平成 19 年）に 2 つの大学紀要
の論文において、「接続期」という言葉が用
いられている。 
 2005 年（平成 17 年）以降には、「幼稚園じ
ほう」においても、接続期の教育、接続期の
学び、接続期の遊び、というような「接続期」
という言葉が見られる。 
 そして、「幼児期の教育と小学校教育の円
滑な接続の在り方について（報告）」（2010
年・平成 22年）には、「幼児期と児童期の教
育双方が接続を意識する期間を『接続期』と
提唱する」とし、「接続期においては、特に、
学びの芽生えと自覚的な学びの両者の調和
のとれた教育を展開することが必要」として
いる。 
③芽生え 
 現在、「学びの芽生え」という言葉が頻繁
に使われるようになった。この「学びの芽生
え」に通じる言葉が最初に用いられたのが、
1973 年（昭和 48 年）加藤地三編著「幼稚園
と小学校教育の関連」において、松村謙氏が
「創造性の芽生え、創造力の芽生え、考えて
いく力というような芽生え」と表現したこと
ではないかと思われる。 
 その後、2003 年 12 月中教審・幼児教育部
会（第 3回）において、秋田喜代美氏が「幼
児教育のあり方について」と題した意見聴取
の中で、「幼小連携の実践から、幼児期の教
育内容は、『芽生えを培う』という役割を果
たしているのではないかと思う。芽生えの時
期に、身体感覚を伴うということが大事だと
思う」と述べている。その発言を受け、2004
年 3月中教審・幼児教育部会（第９回）にお
いて、無藤隆氏が「小学校との連携・接続の
在り方について」の中で、「以前の幼児教育
部会で秋田先生が、学びの芽生え、という言
い方をしていらっしゃったと思う。そういっ
た芽生えというか、幼児の遊びの中でいろい
ろな学びつつある事柄があって、それをより
しっかり学習するのか小学校だということ
だと思うが、・・・」と、幼小連携・接続に
おける「芽生え」の意味について解説してい
る。 
 2005 年（平成 17 年）、国立教育政策研究所

から出された「幼児期から児童期への教育」
には、芽生えの時期としての幼児期と表現さ
れ、芽生えが小学校以降の生活や学習の基盤
をつくることを言及している。 
 そして、「幼児期の教育と小学校教育の円
滑な接続の在り方について（報告）」（2010
年・平成 22 年）には、「幼児期は、自覚的な
学びへと至る前の段階の発達時期であり、こ
の時期の幼児には遊びにおける楽しさから
くる意欲や遊びに熱中する集中心、遊びでの
関わりの中での気付きが生まれてくる。こう
した学びの芽生えが育っていき、それが小学
校に入り、自覚的な学びへと成長していく」
とし、「学びの芽生えの時期から自覚的な学
びの時期への円滑な移行」の必要性を説いて
いる。 
④協同性・協同的な学び 
 「協同」という言葉は、2000 年に宇都宮大
学附属幼稚園での研究テーマ（～2002 年）に
おいて「協同性」という言葉が使われたのが
始まりだと思われる。同年、宇都宮大学教育
学部教育実践センター紀要には、題に「協同
性を育む」という言葉が含まれる論文（青柳
他）が掲載されている。その後、宇都宮大学
附属幼稚園では、研究テーマ（2003 年～2005
年）に「協同的な学び」（同テーマに「接続
期」も含まれる）という言葉が用いられてい
る。2005 年の宇都宮大学教育学部教育実践セ
ンター紀要には、題に「協同的な学び」、「協
同的な活動」という言葉が含まれる論文（青
柳他・小林他）が掲載されている。 
 そして同年（2005 年・平成 17 年）に、国
立教育政策研究所から出された「幼児期から
児童期への教育」には、小学校との教育の連
続性に関する記述の中で、協同性の成立や、
協同的な学びが小学校における学びの基礎
になるという言及がみられる。さらに、同年
の答申「子どもを取り巻く環境の変化を踏ま
えた今後の幼児教育の在り方について」にも、
「協同的な学び」という言葉が用いられてい
る。 
 その後、複数の国立附属幼稚園の研究テー
マや、複数の大学紀要の論文の題において、
「協同性」、「協同的な学び」、「協同的な遊び」、
「協同的経験」等、「協同」という言葉が用
いられるようになる。また、2006 年（平成
18 年）以降には、「幼稚園じほう」において
も、「協同性」、「協同的な学び」等の「協同」
という言葉が見られるようになる。 
 2010 年（平成 22 年）に出された「幼稚園
教育指導資料第3集：幼児理解と評価」には、
幼稚園教育を小学校教育へつなげるために
重要なこととして、協同的な学びの活動を充
分に経験できるようにすることが言及され
ている。 
 
 次に、幼小連携・接続におけるアイディア
「連続性」、「接続期」、「芽生え」と、「協同
性・協同的な学び」が、どのような過程を経
て用いられるようになってきたのか考察す



る。 
 「連続性」は、1971 年（昭和 46 年）答申
「教育の連続性」から始まり、「幼稚園じほ
う」（1993 年・1997 年）「連続性」、2000 年（平
成 12 年）上越教育大学附属幼稚園研究テー
マ「発達の連続性」という流れが、2005 年（平
成 17 年）答申や指導資料（国立教育政策所）
の「発達や学びの連続性」、「生活の連続性」
につながっていると考えられる。2005 年前後
には、複数の大学紀要論文の題においも、
2010 年には報告や幼稚園教育指導資料にも
「連続性」という言葉がみられる。「幼稚園
じほう」は、全国国公立附属幼稚園・こども
園長会の刊行物である。したがって、国公立
附属園関連の実践者向け雑誌や、国立附属幼
稚園での実践研究を足がかりにしながら、国
の行政である文部科学省の答申の内容に反
映され、それが研究者の動きにも影響し、さ
らに幅広く保育現場に広げようとする過程
を読み取ることができる。 
 「接続期」は、お茶の水女子大学附属幼稚
園の研究（2001 年～）において、幼稚園の年
長後期から小学校 1年 1学期を「接続期」と
捉えたことが始まりだと思われる。その後、
宇都宮大学附属幼稚園においても研究がな
され、2005（平成 17 年）以降には「幼稚園
じほう」においても記述が見られる。そして、
2010 年（平成 22 年）には文部科学省の報告
での内容につながっている。したがって、国
立附属幼稚園での実践研究において生み出
されたアイディアが、国公立附属園関連の実
践者向け雑誌でも扱いながら、国の行政であ
る文部科学省の報告の内容に反映されてい
った過程を読み取ることができる。 
 「学びの芽生え」は、2003 年・2004 年の
中教審・幼児教育部会における研究者の提言
が、その後、2005 年（平成 17 年）に国立教
育政策研究所から出された指導資料、2010 年
の報告における、芽生えが小学校以降の生活
や学習の基盤をつくるという言及につなが
っている。 
 「協同性・協同的な学び」は、宇都宮大学
附属幼稚園の研究テーマにおいて、「協同性」
（2000 年～2002 年）、「協同的な学び」（2003
年～2005 年）が用いられている。その後、複
数の国立附属幼稚園の研究テーマ、複数の大
学紀要の論文の題、「幼稚園じほう」におい
ても見られるようになる。2010 年（平成 22
年）に出された幼稚園教育指導資料には、幼
稚園教育を小学校教育へつなげるために重
要なこととして、協同的な学びの言及がされ
ている。したがって、国立附属幼稚園での実
践研究を足がかりにしながら、研究者の動き
や実践者への広がりに影響していった過程
が読み取れる。そしてこの過程の議論におい
て、幼児期の教育における協同的な学びの経
験が、幼小連携・接続を実現するために重要
であることが合わせて示されている。 
 また、日本教育新聞に掲載されている幼小
連携・接続の記事数を見ると、2005 年（平成

17 年）に国立附属幼稚園関係では 11 記事、
公立関係でも 11 記事掲載されている。2005
年は、答申「子どもを取り巻く環境の変化を
踏まえた今後の幼児教育の在り方について」
が出されて年であり、それが関係していると
思われる。その後、国立附属幼稚園関係の記
事はほとんど見られないが、公立関係では
「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続
の在り方について（報告）」が出された 2010
年（平成 22 年）に 8 記事と再増加する。こ
の動きから、実践的試みが、国の行政と関連
する国立附属幼稚園から始まり、それが地方
の行政と関連する公立幼稚園・小学校へと広
がったことが推察される。 
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